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目は，母親クラブ国庫補助制度担当者 A 氏（1973 年当時）：2008 年 7 月 4 日実施．２人
目は，全国母親クラブ連絡協議会初代役員で実践者 B 氏（1975 年当時）：2009 年 12 月
28日実施．３人目は，国庫補助制度開始期の母親クラブ研究者 C氏（1975年当時）：2009
























だより vol.18（平成 20年 12月発行）」を発送する 1,762クラブに調査票を同封し，全国










（平成 21）年 10月現在，全国地域活動連絡協議会から退会した母親クラブを除いた 761
か所に調査票を郵送し，全国調査を実施した．調査時期は 2009年 12月で，発送数：761，





１人目は，元全国児童館連合会理事長で，元 D県 E市児童館長の F氏である（2012年
8 月 16 日実施）．児童館や母親クラブの国庫補助陳情活動を主導したキーパーソンとして
の実績のあることが，調査対象の抽出理由である．２人目は，元全国母親クラブ連絡協議
会初代副会長 G氏である（2012年 8月 16日実施）．上記 E市児童館の母親クラブ活動を
展開したマンパワーであることが調査対象の抽出理由である．３人目は，母親クラブ国庫











































































































































































































































































































































































































わち，1．Ensure children’s participation（子どもの参画），2．Have a child friendly legal 
framework（子どもにやさしい法的な枠組み），3．Develop a city-wide children’s rights 
strategy（都市全体に子どもの権利を保障する施策），4．Create a children’s rights unit or 
have a coordinating mechanism（子どもの権利部門・調整機構），5．Ensure a child impact 
assessment and evaluation（子どもに関する予算），7．Ensure a regular state of the city’s 
children report（子どもの報告書の定期的な発行），8．Make children’s rights known 









OECD（経済開発協力機構）は，報告書１７「Doing Better for Children（子どもの福祉














































































































































































８ Richter，L．(2004)The Importance of Caregiver-Child Interactions for The Survival 
and Healthy Development of Young Children A Review.  WHO，Department of 
Child and Adolescent Health and Development． 
９ 日本法令外国語データベースシステム（法務省）によれば，児童福祉法第 2条（児童の
育成責任）では，“bringing up children ”（子どもたちを育てること），第 21条の 10（児
童健全育成事業の促進）では，“upbringing of children”（子どもたちの躾）と翻訳されて
いる． 
１０ UNICEF (2009),CHILD FRIENDLY CITIES promoted by UNICEF National 











１３ Department for Transport(2005)，Better street design brings better life，say 
residents． 
















































 その後，1947（昭和 22）年 1月 25日の児童福祉法要綱案おいても，児童遊園の規定し
かなく，1947（昭和 22）年 2月 3日の児童福祉法案では，健康文化施設としての「児童
の健康を増進し，又はその文化を向上させる児童遊園」が規定されている． 
1947（昭和 22）年 6月 2日の児童福祉法案によって，ようやく「児童厚生施設」名称
が登場し，「児童厚生施設とは，児童遊園，児童館等屋内または屋外で，児童に健全な遊び
を与えて，その健康を増進し，情操をゆたかにする施設をいう．」と規定された． 






















































































































































































































































































第３節 児童館における健全育成概念の成立     
 
（１）児童保護から児童厚生施設による児童福祉へ     















































































































































 前史  低所得層家庭への対応 
Ⅰ期 1947年～1962年 児童福祉法 
 
非行対策から一般児童対策へ 













































































































































































































て以降，2012（平成 24）年 3 月まで，継続的な国庫補助（1973 年度年額 10 万円，その




















開催回 開催年 開催地 全国大会の内容 











第 2回 1975年 
（昭 50） 













































第 8回 1981年 
（昭 56） 
富山県 ・ 行政説明（厚生省児童家庭局育成課長） 
・ 講演テーマ「家庭の健康づくりと母親の立場につい
て」（東京学芸大学：小野三嗣） 
第 9回 1982年 
（昭 57） 
愛媛県 ・ 行政説明（厚生省児童家庭局育成課長） 
・ 講演テーマ「思春期の子どもの心理」（筑波大学：
小田晋） 
第 10回 1983年 
（昭 58） 






第 11回 1984年 
（昭 59） 
青森県 ・ 行政説明（厚生省児童家庭局育成課長補佐） 
・ 講演テーマ「私の母親奮戦記」（慶応大学：米沢富
美子） 
第 12回 1985年 
（昭 60） 
福井県 ・ 行政説明（厚生省児童家庭局育成課長） 
・ 講演テーマ「障害児に対する社会の理解と協力」（下
田功） 








第 14回 1987年 
（昭 62） 




第 15回 1988年 
（昭 63） 
群馬県 ・ 行政説明（厚生省児童家庭局育成課長） 
・ 講演テーマ「母子関係の希薄化と家族関係の危機」
（白百合女子大学：繁多進） 







第 17回 1990年 
（平 2） 
石川県 ・ 行政説明（厚生省児童家庭局育成課長） 
・ 講演テーマ「あと半分の教育」（金沢市教育長：奥
清） 








第 19回 1992年 
（平 4） 
福井県 ・ 行政説明（厚生省児童家庭局育成課長） 
・ 講演テーマ「子どもを育む地域」（福祉県立大学：
砂田良一） 
第 20回 1993年 
（平 5） 
















 前史  「母親クラブ的」活動 








































































































































































                                                   
１寺脇隆夫（1996）『続児童福祉法成立資料集成』p263．厚生大臣挨拶． 

















































































































































  →普通児童保護施設 







  →普通児童保護施設 













































































































     ＋ 
非行対策（経済的） 
 
     ↓ 
児童厚生施設（児童館） 
→グループ活動 




















































































































































































































































































































































































 養護課廃止 → 育成課・障害福祉課設置 
  健全育成行政を担当する部署の整備 
1968（昭和43） 















































































































































  ①児童育成機能 
  ②社会参加促進機能 






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































母親クラブリーダーについて，10 年以上（10～30 年以上の合計 39.56％）の活動歴メ
ンバーと，5年未満（34.96％）の活動歴メンバーがほぼ同じ割合で確認できる（図３－11）．





















































































 対象件数 91．平均年齢 57歳．平均活動年数 22.3年． 
（C）8～15年 
 対象件数 155．平均年齢 46.6歳．平均活動年数 10.7年． 
（D）7年以下 


















 活動年数  
合計 16年以上 8～15年 7年以下 
兼務  母ク以外のボランティア 
    自治会 
    自治体の審議会等 























 値 自由度 漸近有意確率 (両側) 










表３－２ クロス集計表（活動年数×兼務 2） 
度数（件数） 
 活動年数  
合計 16年以上 8～15年 7年以下 
兼務  母ク以外のボランティア 















 値 自由度 漸近有意確率 (両側) 




































































































































































































として，第 1 案から第 4 案（最終案）および設立認可申請書にいたるまでの資料（1973
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